
◎海上交通安全法等の一部を改正する法律 
（令和三年六月二日法律第五三号）   

一、 提案理由（令和三年四月六日・参議院国土交通委員会） 

○国務大臣（赤羽一嘉君） ただいま議題となりました海上交通安全法等の一部を改正

する法律案の提案理由につきまして御説明申し上げます。 

 近年、大型台風等の異常気象等が頻発、激甚化しております。令和元年に台風十五号

が東京湾を直撃した際には、走錨した船舶が臨海部の施設や他の船舶に衝突する事故が

複数発生いたしました。このため、異常気象等が予想される場合に、船舶交通がふくそ

うする海域にある船舶を事前に安全な海域に避難させる等の船舶交通の安全を確保する

ための措置を講ずる必要がございます。 

 また、海上保安庁におきましては、船舶の指標となる灯台などの航路標識を設置して

おりますが、近年、船舶の衝突事故により航路標識が損傷する事案が多数発生しており、

その復旧に時間を要しております。このため、同様の事案が発生した場合に、より迅速

な復旧を図るための措置を講ずる必要がございます。 

 さらに、海上保安庁においては、航路標識の老朽化が進んでいることから、その維持

管理業務が増加しております。このため、民間の力も最大限に活用しながら、海上保安

庁が管理する航路標識の維持管理体制を充実させるための措置を講ずる必要がございま

す。 

 このような趣旨から、この度この法律案を提案することとした次第です。 

 次に、この法律案の概要につきまして御説明申し上げます。 

 第一に、海上保安庁長官は、異常気象等により船舶交通の危険が生ずるおそれがある

等の海域にある船舶について、当該海域からの退去などを勧告し又は命令することがで

きることとするとともに、船舶が安全に航行、停留又は錨泊を行うために必要な情報を

提供するなど、異常気象等に際して船舶交通の危険を防止するための措置を講ずること

としております。 

 第二に、海上保安庁が管理する航路標識を損傷した原因者に対し、復旧に必要な工事

の施行又はその工事の費用の負担を求める制度を創設することとしております。 

 第三に、海上保安庁が管理する航路標識について、海上保安庁以外の者による工事等

に関する承認制度を創設するとともに、海上保安庁長官に協力して、その工事等を適正

かつ確実に行うことができる法人その他の団体を航路標識協力団体として指定すること

ができることとしております。 

 その他、これらに関連いたしまして、所要の規定の整備を行うこととしております。 

 以上がこの法律案を提案する理由であります。 

 この法律案が速やかに成立いたしますよう、何とぞ御審議をよろしくお願い申し上げ

ます。 

二、参議院国土交通委員長報告（令和三年四月九日） 



○江崎孝君 ただいま議題となりました法律案につきまして、国土交通委員会における

審査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、船舶交通の一層の安全を確保するため、異常な気象又は海象による船舶

交通の危険の防止を図る観点から船舶交通がふくそうする海域にある船舶に対して海上

保安庁長官が適切な方法による錨泊、当該海域からの退去等の措置を講ずべきことを勧

告し又は命令することができることとするとともに、海上保安庁以外の者による海上保

安庁の管理する航路標識の工事又は維持に係る承認制度を創設する等の措置を講じよう

とするものであります。 

 委員会におきましては、いかりを投じたまま船舶が流され発生する走錨事故の防止対

策の現状と取組、船舶に対する湾外避難の勧告における実効性の確保、航路標識の損傷

被害への対応等について質疑が行われましたが、その詳細は会議録によって御承知願い

ます。 

 質疑を終局し、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきもの

と決定いたしました。 

 以上、御報告申し上げます。 

三、衆議院国土交通委員長報告（令和三年五月二五日） 

○あかま二郎君 ただいま議題となりました法律案につきまして、国土交通委員会にお

ける審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、船舶交通の一層の安全を確保するため、所要の措置を講じようとするもので、

その主な内容は、 

 第一に、海上保安庁長官は、異常気象等により船舶交通の危険が生ずるおそれがある

等の海域にある船舶について、当該海域からの退去などを勧告し又は命令することがで

きることとするとともに、船舶が安全に航行等を行うために必要な情報を提供するなど、

異常気象等に際して船舶交通の危険を防止するための措置を講ずること、 

 第二に、海上保安庁が管理する航路標識について、海上保安庁以外の者による工事等

に関する承認制度を創設するとともに、海上保安庁長官に協力して、その工事等を適切

かつ確実に行うことができる法人等を航路標識協力団体として指定することができるこ

と 

などであります。 

 本案は、参議院先議に係るもので、去る五月十八日本委員会に付託され、翌十九日赤

羽国土交通大臣から趣旨の説明を聴取し、二十一日、質疑を行い、質疑終了後、採決の

結果、全会一致をもって原案のとおり可決すべきものと議決した次第であります。 

 以上、御報告申し上げます。 

 


